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精神障害者通院医療費公費負担制度の利用状況

滋賀県I郡の例より
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目的　精神障害者通院医療費公費負担制度が創設されて30年以上になるが，この制度が精神障害者にどのよ

うに受けとめられて，外来受診の普及に役立ってきたのであろうか。本稿ではそれを検討した。

方法　滋賀県I郡を対象として，精神障害者通院医療費公費負担の利用状況を調査した。精神障害者通院医

療費公費負担申請承認者（申請承認者）は滋賀県I郡を管轄するK保健所に保管されている申請承認

の控えに記載されている者を対象とした。また，精神障害者通院医療費公費負担申請を行わなかった

者（非申請者）で精神科に受診しているI郡居住者については，I郡が含まれている2次医療圏にある

精神科を標榜する全医療機関（3医療機関）の外来受診者からI郡に居住する非申請者全員を調査した。

成績　I郡の精神科外来受診者総数にしめる申請承認者の比率は，43.5％であった。病名別では，申請承認

者には精神分裂病等の分裂病圏の病気が多く，非申請者では神経症や感情（気分）障害が多かった。

年齢構成では，申請承認者は非申請者より40・50歳代で多かった。保険種類別では，申請承認者のし

める比率（申請承認者/非申請者）は生保＞国保＞社保の順であった。

結論　I郡では，精神障害者通院医療費公費負担申請者は精神科外来受診者総数の43.5％を占めていた。申

請承認者は40・50歳代で非申請者より多く，かつ精神分裂病等の分裂病圏の病気と診断されている人

が多かった。また，生活保護の受給者も多いことが認められた。
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